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改訂の主な内容
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内閣府アクションプラン及び各種ガイドラインの改正を踏まえた追加事項

本日ご説明する主な内容

（１） 予定価格の適切な設定の考え方

（２） サービス対価改定の基準時点の考え方

（３） 物価指数の考え方

（４） 契約締結後の契約変更の考え方



ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン(令和６年改定)の概要【抜粋】
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・「予定価格」の算出では、「ＰＦＩの導入可能性調査時点」で算出
することが全国的に多い中、できる限り「予定価格の算出日」を
「入札公告日」に近づけること。

・「物価変動に基づく契約金額の改定」では、現状では「契約日」が
「契約金額改定の基準日」とされることが全国的に多い中、できる
限り「契約金額改定の基準日」を「入札公告日」に近づけること。



（１）予定価格の適切な設定の考え方
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■「予定価格の算出日」について

・できる限り「予定価格の算出日」を「入札公告日」に近づけます。



（２）サービス対価改定の基準時点の考え方
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■「契約金額改定の基準日」について

・「契約金額改定の基準日」は「入札公告日」とします。

ＰＦＩ手法の建設費では、従来型手法に適用される工事請負契約に基づくスライド条項を参考として、個々のＰＦＩ事業契約の中で「物価変動への対応」を定めています。

例）全体スライドの適用対象工事は、工期が12か月を超える工事（残工期が２か月以上）等



（３）物価指数の考え方
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・事業者が実際に用いる財・サービスの市場価格が的確に反映される
物価指数を採用すること。

・物価指数は、対象業務・対象費用項目・対象地域ごとに異なるため、
個々のＰＦＩ 事業契約の中で定めます。

（物価指数の例）



（４）契約締結後の契約変更の考え方
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■市ＰＦＩガイドラインの記載内容

・市場や社会情勢の変化により、改定に用いる指標が実態に整合しない等の理由
で事業者から契約変更の協議の申出があった場合には、協議や必要に応じた
契約変更を実施するなど、適切な対応を図ること。

■留意事項

・相談先は各事業所管課となります。
・市場や社会情勢の変化により、改定に用いる指標が実態に整合しないことが
わかる根拠資料をお示しいただく必要があります。


	横浜市ＰＦＩガイドライン�　　　　　　　 の改正について
	改訂の主な内容
	ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン(令和６年改定)の概要【抜粋】
	（１）予定価格の適切な設定の考え方
	（２）サービス対価改定の基準時点の考え方
	（３）物価指数の考え方
	（４）契約締結後の契約変更の考え方
	スライド番号 8
	（参考）災害への対応の考え方

